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研究成果の概要（和文）：研究成果の第一は、家事労働に関する歴史上初の国際労働基準であるILO189号条約
が、どのような条件のもとに策定され、2011年に採択されたかについて、当事者への聞き取りを通して一定の理
解を得ることができた点にある。第二に、同条約の採択が各地の家事労働者の組織化や権利保障に与えた影響は
一様ではなく、移住家事労働者の送り出し国であるフィリピン、受け入れ国としてはイタリアとドイツが早期に
批准に成功したのに対して、その他の調査地では批准が遅れているが、その場合でも、条約が家事労働者の組織
化と権利保障において重要な参照基準として機能していることが現地調査によって判明した。

研究成果の概要（英文）：There are two main findings. First, through interviews with activists, trade
 unionists, experts and bureaucrats, we were able to see how factors pertaining to the internal 
dynamics of ILO as well as those related to international trade union movements came to create a 
favorable environment for NGOs promoting (migrant) domestic workers’ rights to successfully adopt 
ILO Convention 189 in 2011. 
Second, through fieldwork in Europe, Asia and North America, covering 8 countries and one region, we
 assessed the impact of C 189 on domestic workers’ movements. The Philippines and Indonesia are two
 cases where the impact is the biggest, in the sense that the convention not only galvanized migrant
 domestic workers abroad but also shed new light on the situation of local domestic workers. In 
Europe, Italy and Germany ratified with relative ease, but interestingly for different reasons. In 
general, C 189 serves as a normative reference for all countries even when they have not ratified.

研究分野：国際社会学、ジェンダー研究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1990年代以降の移住家事労働者の世界的な
増加を背景として、1990年代末、特に 2000
年代に入ると、その就労と移動実態に関する
研究が急速に蓄積されてきた。代表的な研究
として、香港で働く移住家事労働者の民族誌
を記した N・コンスタブル、ロサンゼルスと
ローマでフィリピン人家事労働者の就労実
態を研究し、「グローバル化の使用人」、「再
生産労働の国際分業」、「グローバル・ケア・
チェーン」といった概念を打ち出して、ケア
領域のグローバリゼーションを捉えること
に著しい貢献を成した R・パレーニャスらを
挙げることができる。 
研究代表者らも 2000年代前半以降、上述の
国際的な研究動向を踏まえ、かつこれらの研
究者と直接、交流を行う中で、東・東南アジ
ア、また 2000 年代後半以降はヨーロッパを
対象として、移住家事労働者の就労実態やそ
の背景にある社会政策と移民政策の交差力
学を解明するべく調査研究を進めてきた。 
しかしながら、上記研究群において移住家
事労働者の問題は、受け入れ先の社会におけ
る「職業としての家事労働」の制度化やロー
カルな家事労働者とは切り離されて論じら
れる傾向にあったといえる。こうした状況に
一定の変化が起こるのは、国際労働機関
（ILO）の「家事労働者のためのディーセン
ト・ワーク条約」（以下、189号条約）が採択
される 2011年前後からである。 
 
２．研究の目的 
本研究が取り上げる ILO189 号条約、なら
びに同 201号勧告は、従来、多くの国で労働
法の適用外とされてきた家事労働者——移住
家事労働者を含む——の国際労働基準を定め
た画期的な文書（2011年 6月採択）である。
それは移住家事労働者の組織化と権利保障
に新しいフェーズを切り拓くできごとであ
った。そこで、本研究では、【a】同条約・勧
告の採択にいたる交渉、そして採択後の批准
に向けた家事労働者の組織化とトランスナ
ショナルな連帯、ならびに【b】同条約・勧
告が各国・社会の移住家事労働者の処遇と権
利保障に与えた影響、以上 2点を現地調査に
基づいて解明し、あわせて移住家事労働者に
とっての同条約・勧告の意義、可能性と限界
を明らかにすることを目的とした。 
 上記【b】については、ヨーロッパ（フラ
ンス、イタリア、ドイツ）、アジア（日本、
香港、フィリピン、インドネシア、ベトナム）、
及び米国を主な調査対象とした。 
 なお、本研究では、「家事労働」の概念を、
189号条約に即して「家庭において又は家庭
のために行われる労働」（第 1条 a）であって、
家事労働者は、「雇用関係の下に家事労働に
従事する者」、かつ「随時又は散発的にのみ
家事労働を行う者及び職業としてではなく
家事労働を行う者」を除く（第 1条 b、c）と
した。 

 
３．研究の方法 
上記目的を達成するにあたって、条約班
（伊藤・中力）、ヨーロッパ班（伊藤、中力、
宮崎、篠崎）、アジア班（小ヶ谷、定松、大
橋、平野）、米国班（小井土、森）を組織し、
条約班は、条約採択までの交渉と批准キャン
ペーンにおける家事労働者の組織化過程（目
的 a）、そして地域別に構成した班でそれぞれ
同条約が各国・社会の移住家事労働者の処遇
と権利保障に与えた影響について現地調査
を行う（目的 b）ことにした。 
 条約班に関しては、ILO総会議題に採択さ
れるまでの過程における組織化、各国政労使
への事前アンケートと報告書作成の過程、条
約内容の交渉における交渉のあり方、批准キ
ャンペーンの組織化など、ILO、ならびに国
境横断的な家事労働者の活動の実態につい
て、関係者へのインタビューを行うとともに、
ILO図書館で資料収集を行った。聞き取りは
主に ILO本部（ジュネーブ）、国際労働組合
連合（ITUC）、欧州労働組合連合（ETUC）、
欧州食品農業観光労働組合連合会（EFFAT）、
国際家事労働者連盟（IDWF）などを対象と
して行った。 
 地域別班は、条約のコア概念でもある「デ
ィーセント・ワーク」を構成する、(i)家事労
働者への労働法、国際労働基準の適用、(ii)
家事労働をめぐる雇用政策、(iii)家事労働者
への社会的保護、そして(iv)家事労働領域を
めぐる社会的対話（政労使）のあり方の 4つ
の柱を中心に、現地調査を行った。いずれの
地域でも制度面の把握や家事労働者側の就
労実態だけでなく、可能な範囲で使用者側に
おける需要のあり方、その組織化についても
注意を払うこととした。 
なお、ヨーロッパ班については、調査対象
として上述の 3ヵ国以外に、EUレベルでの
家事労働領域の政策と労働者の組織化を視
野に入れることにした。アジア班は移住家事
労働者送り出し国（フィリピン、インドネシ
ア、ベトナム）と受け入れ国・社会（日本と
香港）の双方を含むため、一国・一地点分析
だけでなく、可能な範囲で国境を跨ぐ関係性
を捉えることに重点を置いた。また、米国班
については全米家事労働者同盟（NDWA）に
よる州ごとの家事労働者の権利章典制定を
めぐる動きをニューヨークとロサンゼルス
で捉え、ローカルな文脈に照準を当てた。 
 
４．研究成果 
 2つの目的（aと b）に対応する本調査研究
の成果の概略は、以下のように整理できる。 
 
【a】189 号条約、ならびに 201 号勧告の採
択にいたる交渉、そして採択後の批准に向け
た家事労働者の組織化とトランスナショナ
ルな連帯に関して。 
 189号条約の交渉過程に関する先行研究は、
政労使の三者構成原則を掲げる ILO におい



て、労働法からは適用外となり、各国の産業
労働を中心とする代表的労使の団体からも
排除、周縁化されてきた家事労働者がどのよ
うにして影響力を行使できたか、大別して
(i)ILO内部の要因、そして(ii)家事労働者の組
織化の二つの視点から議論している。本研究
でも、当時 ILO総会において、家事労働者の
国際労働基準の議題化に取り組んできた当
事者たちに対する聞き取りで上記の点を確
認できた。 
これとはべつに、本研究が調査の中で独自
に見いだせた主な点として 4点を挙げる。 
第一に、ILO における政労使対話に参加資
格をもたない家事労働者の NGOの声が反映
させられるように、国際食品関連労働組合連
合会（IUF）などが IDWN と協力し、ILO
内部の交渉に当事者の声を反映させられる
ような仕組みを作ったこと（中力 2016, 
2018）。 
第二に、先行研究が労働側に注目し、使用
者側に注意を払っていないのに対して、本研
究ではフランスとイタリアという使用者側
の組織化が見られる事例を取り上げている
ことから、ILOでの交渉過程において使用者
側にどのような関与が見られたか、一定の知
見を得ることができたこと。 
第三に、家事労働者の組織化における「デ
ィーセント・ワーク」のフレームとしての重
要性である。この概念は本来、一国内のもの
として想定されるが、これを、国境を跨ぐ問
題として追求する過程で、移住・家事労働者
がこの概念を独自に分節化・拡張しているこ
と（伊藤ほか 2018）。 
第四に、採択以降、IDWFが中心となって、
各国での批准を推進するため、家事労働者の
組織化が弱い地域での支援がトランスナシ
ョナルなネットワークを用いて進められて
いること。 
 
【b】189 号条約、ならびに 201 号勧告が各
国・社会の移住家事労働者の処遇と権利保障
に与えた影響に関して。 
 ●【ヨーロッパ】ヨーロッパに関しては、
フランス、イタリア、ドイツの 3ヵ国を調査
対象としたが、地域統合が進む同地域の特徴
を踏まえ、EU レベルでの家事労働サービス
分野拡大と移住・家事労働者の権利保障の進
展についても調査を行った。その結果、1990
年代以降、長期不況下での雇用創出という観
点以外に、ワーク・ライフ・バランス、さら
に「無申告労働」のフォーマル化、高齢化社
会への対応として家事労働サービス分野が
EU の雇用・社会問題・インクルージョン総
局（DG EMPL）を中心に拡大してきた一方
で、189号条約採択以降は、同条約批准を奨
励すると同時に、「ディーセント・ワーク」
概念を掲げる労働者側の支援団体と社会的
対話を促進する動きが見られることがわか
った（中力 2016）。 
また一国レベルで見るなら、イタリアとド

イツではそれぞれ 2013 年に条約批准が実現
した。ただし、それぞれの批准にいたる条件
は異なる。イタリアの場合には、条約に先行
して家事労働に関する全国労働協約が存在
したこと、労使の合意形成のための回路が形
成されていること、労働大臣の支援があった
ことなどが早期批准に資した（宮崎 2016）。
これに対してドイツでは、全国労働協約や労
使対話の制度化が遅れているにもかかわら
ず、労組、識者、政治家とフェミニスト官僚、
その他キリスト教関係団体の連携によって
批准が実現したが、当事者である家事労働者
の関与は見られなかった（Shinozaki 2018）。
フランスは、家事労働領域の全国労働協約、
及び労使対話の制度化という点で、対象国の
中ではもっとも成熟した国といえるが、逆説
的にも、そのために 189号条約批准がかえっ
て優先的に考えられていない傾向にある。ま
た、同条約が移住家事労働者の保護を積極的
に推進することに対して、政府の側から一定
の懸念が表明されている（伊藤 2016）。 
 
●【アジア】移住家事労働者の送り出し国と
して知られるフィリピンは、いち早く 2012
年に条約を批准した。その翌年、1990 年代
半ばより議論されてきた家事労働者法が成
立するが、その過程で、従来、移住家事労働
者の権利保障とは比較的距離のあった労働
組合が、国内の家事労働者の組織化の問題に
関心を示すようになった（小ヶ谷 2018）。同
じく送り出し国として重要な位置を占める
インドネシアでは、移住家事労働者の保護を
目的とした家事労働の「技能化」（「職業とし
ての家事労働」の制度化）が政府によって推
進されるとともに、他方で条約は、フィリピ
ンと同様に国内家事労働者の組織化にも一
定のインパクトを与えている（平野 2018）。
近年、急速に移住家事労働者の送り出しが増
加しているベトナムは、前述の 2ヵ国に比べ
て、送り出し政策の面、また家事労働者の組
織化の面でも未発達である。このため移住家
事労働者は、ベトナムと送り出し国の間に形
成される「移住制度」（ゴス＆リンドクウィ
スト）、とりわけ雇用斡旋業者の搾取に対し
て、概ね無防備であり、台湾への就労事例は、
雇用主からの「逃走」が、移住制度の一部と
して織り込み済みとなっていることを示す
（巣内 2018）。家事労働者保護に向けた規制
への圧力を政府にかける担い手が不在であ
ることから、条約採択のインパクトは見られ
ない。 
 香港は、シンガポールと並んで、アジアに
おいて 1970 年代半ばという早い段階で移住
家事労働者を政策的に受け入れ、同時に移住
家事労働者の組織化がもっとも活発に見ら
れる社会である。家事労働者のトランスナシ
ョナルな連携においても、香港はのちに
IDWFの事務局長となるエリザベス・タンを
送り出すなど中心的位置を占めた。香港政庁
は特別行政地区であるため、条約の批准はで



きないが、条約採択後、香港の移住家事労働
者組合を中心に、香港とフィリピンの間の雇
用斡旋業者による違法な斡旋料徴収を、労働
者自身のアクション・リサーチによって明ら
かにして、フィリピンと香港政庁双方に対し
て、規制強化を要求している。また、こうし
た動向はローカルな家事労働者の組織化に
も一定のインパクトをもっている（大橋 
2016）。 
日本は、2015年の改正国家戦略特区法に基
づいて、これまで禁止されていた移住家事労
働者受け入れを特区に限定して開始した。そ
のスキームは個人家庭の直接的雇用ではな
く、家事代行サービス企業による雇用である。
ただし、働く場所が個人家庭であることは変
わりなく、利用者や雇用者に対して労働者の
権利を保護することには課題がある（定松 
2016）。また、介護労働者の専門化志向が強
いこともあり、米国のような在宅ケア労働者
と家事労働者の共闘は見られず、189号条約
のインパクトはほとんど見られない。 
 
●【米国】米国では、家事労働者は歴史的に
奴隷制を背景として、アフリカ系アメリカ人
が担ってきたが、その後移住女性が参入する
という経過をたどり、状況は州によって異な
る。家事労働者は、ヨーロッパと異なり、依
然として全国労働関係法など労働関連法か
ら排除され、団結権、労使団体交渉権をもた
ないことから、2000年代以降、NDWAなど
を中心に州ごとの家事労働者権利章典の制
定を求めてきた。本研究ではカリフォルニア
州での権利章典の恒久化への取り組み（小井
土 2018）、またニューヨーク州での家事労働
者の協同組合の事例を検討した（森 2018）。
189号条約は批准できていないが、条約の準
備と採択過程は権利章典制定運動と重なり、
家事労働者組織化における条約のインパク
トは認められる。 
 
【国際シンポジウムの開催】本研究では中間
報告を兼ねて、2016年 12月 10 日（土）〜
11日（日）に、国際シンポジウム「移住・家
事労働者の権利保障と ILO189号条約——アジ
ア、ヨーロッパ、アメリカ、そして日本」（於
一橋大学）を開催した。ILOの歴史と女性労
働にくわしい E・ボリス氏を基調講演に、ま
た国際家事労働連盟のエリザベス・タン氏ら、
家事労働者の組織化の現場を知る専門家を
招いてパネル・ディスカッションを行った。
パネル・ディスカッションについては以下に
記録をまとめ、広く知見の共有を図った。エ
リザベス・タン、ジタ・カバイス=オブラ、
エルマ・ジョイ・カルドナ=セルナンデ、土
屋華奈子、2017、パネルディスカッション「移
住・家事労働者の権利保障と ILO189号条約
の意義——組織化の現場から」（上・下）、伊藤
るり・小ヶ谷千穂（解説、翻訳）、『労働法律
旬報』1886 号（4 月下旬号）、48-57 頁、及
び 1887号（5月上旬号）、61-71頁。 
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